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概要：本研究では，コロナ禍によって減少した研究室や職場などの組織内における，人々の偶発的なコミュ
ニケーションや連れ立ち行動を計画的に促進するシステムを提案する．具体的には，（1）ユーザーの登校

状況の収集・可視化，（2）ユーザーの内部状態（気分）の収集・可視化，（3）システムによるイベントの提

案という 3つの機能を備えたシステムを提案する．本稿では，システム全体の設計と，そのシステムを展

開した 6週間に渡る長期的な基礎実験の結果を述べる．実験結果から，本システムによって，組織内の各

ユーザーの勤怠情報や内部状態の緩やかな変化を観測可能であることが明らかとなった．また，研究室の

ようなある程度の信頼関係が構築されている組織においては，誰が来ているのか？誰がどんな内部状態な

のか？をオープンにすることで，通知に対する反応率の向上のような，システムに対するユーザーの参加

モチベーションを高められることが明らかとなった．

1. はじめに

新型コロナウイルスの流行に伴い，人々の働き方やコ

ミュニケーション方法が，オフラインからオンラインへと

変化している．オンラインでの授業や会議の増加により，

研究室や職場などでの対面コミュニケーションの機会が減

り，偶発的な人とのつながりや連れ立ち行動を行う機会が

減少している．具体的には，同じ空間にいる人同士でラン

チに行ったり，仕事に関係のないインフォーマルな会話を

楽しむ機会が損なわれている．このような機会は偶発的に

発生し，スケジュールされていないことが多い．我々は，

このようなスケジュールされていない対面コミュニケー

ションを，偶発的なコミュニケーションと定義する．また，

大人数でのイベントや食事など今まで当たり前に行われて

きた連れ立ち行動も制限されている状況である．本研究で

は，情報技術を媒介として，人々の偶発的なコミュニケー

ションや連れ立ち行動を計画的に促進することができるシ

ステムの構築を目指す．

新型コロナウイルス流行前と流行後を比較し，研究室や

職場などの組織において，偶発的なコミュニケーションや

連れ立ち行動が減った理由として，以下の 3つの要因が考

えられる．まず，オンラインコミュニケーションツールの

充実により，研究室に行くといった対面コミュニケーショ

ンを選択する人が減り，組織内の仲間同士の行動時間のす

れ違いが増え，対面での接触回数が減少している（要因 1）．

また，同じ空間内にいたとしても，近い距離感での密な会
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話が制限されていることから，お互いの内部状態を把握し

にくい（要因 2）．さらに，互いの内部状態が把握できなく

なったことから，一緒にランチに行こうといった行動提案

することのハードルが上がり，偶発的なコミュニケーショ

ンや連れ立ち行動のきっかけが少なくなった（要因 3）．本

研究では，これらの要因を提案システムによって緩和する

ことで，コロナ禍においても人々の偶発的なコミュニケー

ションや連れ立ち行動を促進することを目標とする．

具体的には，（要件 1）登校状況の収集・可視化，（要件

2）内部状態の収集・可視化，（要件 3）システムによるイ

ベントの提案という 3 つの要件を満たす連れ立ち行動促

進システムを構築する．ユーザーの登校状況を可視化する

ことによって，ユーザー同士の行動時間のすれ違いを緩和

し，ユーザーの内部状態を可視化することによって，ユー

ザー同士の偶発的なコミュニケーションや行動提案のタイ

ミングを見計らいやすくするという狙いがある．また，シ

ステム側からランチに行きませんか？コーヒーを飲みませ

んか？などのイベントを提案することによって，コロナ禍

における失われたきっかけを増加させる狙いがある．要件

1に関して，組織内の各ユーザーに BLE（Bluetooth Low

Energy）ビーコンタグを所持してもらい，BLEビーコン

タグから得られる BLE信号をシステム側で解析すること

によって，ユーザーの登校状況を把握する．要件 2に関し

て，チャットボットアプリを介した通知により，ユーザー

の内部状態を定期的に問い合わせることで，継続的に情報

を収集する．また，これらの情報を研究室に設置した複数

のサイネージとそれに表示するWebアプリを通じて可視

化する．要件 3に関して偶発的なコミュニケーションや連
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れ立ち行動のきっかけを創出するため，ユーザーの登校状

況と内部状態を入力として，需要可能性の高いイベントを

ユーザーに対して提案するシステムを構築する．

本稿では，提案する連れ立ち行動促進システムの全体構

成と，そのシステムを展開した 6週間に渡る長期的な基礎

実験の結果について述べる．本システムでは，要件の各要

素においてユーザーの自発的な行動が求められる．そのた

め，ユーザーの参加モチベーションをキープするメカニズ

ムの設計も重要な課題である．そこで基礎実験では，（a）

非表示，（b）円グラフ:匿名，（c）名前と内部状態:非匿名

の 3つの条件下（それぞれ 1週間× 2回）で，組織内の各

ユーザーの登校状況と内部状態のデータを継続的に収集・

表示し，ユーザーの回答数やユーザーの行動にどういった

変化が起こるか？を長期的に観測した．実験結果から，本

システムによって，組織内の各ユーザーの勤怠情報や内部

状態の緩やかな変化を観測可能であることが明らかとなっ

た．また，研究室のようなある程度の信頼関係が構築され

ている組織においては，誰が来ているのか？誰がどんな内

部状態なのか？をオープンにすることが，ユーザーの参加

モチベーション向上につながり，通知に対する反応率の向

上といったシステムに対するユーザーの参加意欲を高めら

れることが明らかとなった．

本稿の構成は以下の通りである．第 2章で，関連研究に

ついて述べ，第 3章で，想定する行動変容シナリオとそれ

に伴うシステム要件について詳しく述べる．また，4章で

は提案する連れ立ち行動促進システムの設計及び実装手法

について説明する．第 5章では，6週間に渡る提案システ

ムの評価実験について述べ，最後に第 6章で本稿の結論お

よび今後の課題について述べる．

2. 関連研究

本章では，対面コミュニケーションの心理的効果や参加

型システムがユーザーに与える影響，通知方式による反応

率の変化に関する関連研究について述べる．

2.1 対面コミュニケーションに関する研究

新型コロナウィルスの蔓延により，ソーシャルディスタ

ンスが推奨され対面コミュニケーションは減少している．

それにより，メンタルヘルスに影響を与える可能性があ

る [1]．また，従業員の職場におけるオンラインとオフライ

ンのコミュニケーションネットワークは相互に影響し合い

補完的であることがわかっている [2]．対面コミュニケー

ションの減少は職場での労働パフォーマンスにも影響を与

える．さらに，対面コミュニケーションで生まれやすい偶

発的なコミュニケーションのような，不確実な条件で生ま

れるイベントでは人々のポジティブな気分がより長く持続

することもわかっている [3]．

2.2 参加型システムに関する研究

情報技術を用いた様々なシステムが日々開発されている．

その中から多くのユーザーに選択され，継続的に利用して

もらうためには他のシステムに比べて優位性が必要である．

また，比較的簡単に操作でき，ユーザーのニーズやスキル，

リソースに沿ったものであることが好ましい [4][5]．そう

した特性を持った職場でのユーザー間のコミュニケーショ

ン促進を目的としたシステム [6][7]や，ユーザーの職場で

の休憩行動を改善するためのシステムがある [8][9]．これ

らのシステムの導入により新たなコミュニケーションや行

動変容に効果があったことが示された．

2.3 通知に関する研究

様々なアプリから行われる通知が人々の行動を中断させ

る原因となっている [10][11]．この問題を解決するために，

通知のタイミングに関する研究 [12][13]や通知の内容に関

する研究 [14]が行われた．これらの研究からユーザーの行

動が切り替わるタイミングの通知や通知の内容を考慮した

通知が，ユーザーの通知への反応率を向上させる上で重要

であることが示された．また，通常のアプリからの通知に

用いられる視覚や聴覚，触覚以外を用いた通知の方法とし

て嗅覚を用いた通知方法がある [15]．新たな刺激を用いる

ことはユーザーが通知の緊急度を判断する際に有効である

ことが示された．

通知は，タイミングだけではなく，誰を対象として通知

するかが重要となる．最も簡単なのは，常に一斉通知する

ことであるが，家にいて，連れ立ち行動の対象とならないに

も関わらず通知が届くのは邪魔に感じる．また，それが続

くとシステムから離脱する可能性も高くなる．そこで，連

れ立ち行動の対象者だけを識別して，通知する必要がある．

我々は，過去にスマートフォンのアプリとして相互に BLE

信号を送受信することでグループを検知する手法 [16]（現

在の接触確認アプリと同様のシステム）や，BLEビーコン

タグを用いる手法 [17]，椅子にセンサを導入する手法 [18]

などを提案しているが，現在はバックグラウンドで常時動

作するアプリの作成が難しくなっていること，フリーデス

ク化が進んでいて椅子のセンサでは誰が登校しているかわ

からない可能性があることから，本研究では BLEビーコ

ンタグを用いて連れ立ち行動の対象になるユーザーに対し

てのみ通知する手法を採用する．

3. 行動変容シナリオとシステム要件

我々の想定するシナリオを図 1に示す．連れ立ち行動を

行う主な動機の 1 つは，組織の結束を強くしたいという

心理である．近年はチャットアプリやオンラインコミュニ

ケーションツールなど様々な CMC（Computer Mediated

Communication）が存在しており，物理的な距離が離れて

いても，常にコミュニケーションを取ることが可能となっ
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図 1 想定する行動変容シナリオ

ている．しかし，これらの CMC は対面のコミュニケー

ションを不要にするわけではなく，逆に対面のコミュニ

ケーションの重要性を再認識させている．例えば、グルー

プジーニアスの研究では，組織内での対面コミュニケー

ションの強化は，組織全体の知識に貢献することが明らか

にされている [19]．また，対面コミュニケーションが組織

の意思決定に影響があることも明らかにされている [20]．

新型コロナウイルス流行前は同じ空間内での作業や授業

を実施していたため，声掛けや場の雰囲気の共有など同じ

空間にいることによる自然発生的なきっかけが生まれやす

い環境であった．そのため，一緒にランチや休憩を取る等

の連れ立ち行動が自然発生的に行われていた．これにより

組織のコミュニケーションを強化したいという動機やきっ

かけが増加し，連れ立ち行動が自然発生的に行われると

いった良循環が起こりやすい環境であった．

しかし，コロナ禍に伴い，オンラインコミュニケーショ

ンツールの普及やソーシャルディスタンスが推奨され，オ

ンラインでの授業や会議を行う機会が増加した．そのため，

組織内の雰囲気の共有や行動の可視化が困難となり，連れ

立ち行動を行うためのきっかけが喪失した．きっかけの喪

失により，個での生活が増加し，組織内での行動のすれ違

いが発生しやすい環境となり，その結果として組織内の結

束が弱まる．そしてコミュニケーションが減った組織では

さらにコミュニケーションが取りにくいといった悪循環が

生じやすい．そのため，コロナ禍に伴い，全面的な在宅勤

務に移行していた Apple*1, Google*2，Amazon*3は，非対

面のデメリットの大きさから，今年から最低週 3日の出社

を義務付けるように一斉に方針転換している．
*1 アップル CEO、9 月から週 3 日出社を要請
「ビデオ会議では再現できない」 — Business Insider Japan
https://www.businessinsider.jp/post-236125

*2 グーグル、コロナ後は週 3 日以上をオフィス勤務に
– 再開は 9 月に延期 - CNET Japan
https://japan.cnet.com/article/35163848/

*3 アマゾン、９月以降は週３日以上オフィスで勤務を
－従業員宛て文書 - Bloomberg
https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2021-06-

11/QUI46LDWRGG701

本研究では，新型コロナウイルス流行により変化した組

織内コミュニケーションに焦点を当てて，コミュニケー

ションのきっかけから連れ立ち行動を行うための導線をシ

ステムによって創出することを目指す．具体的には，以下

3つの要件を満たすシステムを設計する．

要件 1：登校状況の収集・可視化

オンラインコミュニケーションツールの充実により，対

面コミュニケーションを選択する人が減り，組織内の仲間

同士の行動時間のすれ違いが増え，対面での接触回数が減

少している．対面コミュニケーションは，いつでもどこで

もつながることができる非対面コミュニケーションとは

異なり，同じタイミングで同じ空間にいるという条件が必

要である．そのため，今まですれ違いが起きていた対面コ

ミュニケーションに対して，登校状況を収集することによ

り，ユーザー同士の行動時間のすれ違いを緩和させること

を目指す．

要件 2：内部状態の収集・可視化

現在，近い距離感での密な会話が制限されていることか

ら，お互いの内部状態を把握することが困難となっている．

さらに，互いの内部状態を把握できないことが，連れ立ち

行動提案へのきっかけの減少を引き起こしている．そのた

め，ユーザー同士の内部状態を把握することが対面コミュ

ニケーションにおいて重要であると考えた．また，内部状

態を収集し，可視化を行うことで，ユーザー同士の偶発的

なコミュニケーションや行動提案のタイミングを見計らい

やすくするという狙いがある．

要件 3：システムによるイベントの提案

対面コミュニケーションが減少し，個人での行動が増え

た状況では，ランチや休憩に誘うなどのイベントの提案は

ハードルが高くなっている．ハードルが高くなったこと

で，コミュニケーションが減少しさらに話しにくくなると

いう悪循環が生じている．そのため，ユーザーの登校状況

の収集や内部状態の収集によって得られたデータを用い

て，システム側からイベントの提案を行い，対面コミュニ

ケーションを行うきっかけを設計する必要がある．
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4. 連れ立ち行動促進システム

本章では，上記の要件を満たす提案システムの具体的な

設計と実装について述べる．

4.1 システム設計

提案システムは，図 2に示すように，3つのステップで

構成されている．

図 2 連れ立ち行動促進システムの概要

初めに，BLEビーコンタグと BLE電波受信機を用いた

ユーザーの登校状況の検知と可視化（ステップ 1）．次に，

コミュニケーションツールの Slackを用いた，ユーザーの

内部状態の収集と可視化（ステップ 2）．最後に，ステップ

1，2で得られたユーザーの登校状況と内部状態を用いた，

システムよる連れ立ち行動イベントの提案（ステップ 3）．

この 3つのステップを通じて，システムは，連れ立ち行動

のきっかけを提供する．

4.2 システム実装

本システムの構成図を図 3に示す．本システムでは BLE

電波受信機として obniz，登校データや内部状態データを

保存するデータサーバーと登校状況と内部状態の可視化を

行うWebアプリサーバーとして Firebase，チャットボッ

トアプリサーバーとして Heroku，ユーザーへの通知や内

部状態入力のインターフェースとして Slackを用いている．

図 3 システム構成図

実装 1：登校状況の収集・可視化

本システムでは，登校状況の収集にBLEビーコンタグと

obnizを用いる．研究室内に設置した obnizが 5分間隔で

BLE信号のスキャンを行い，各ユーザーに配布した BLE

ビーコンタグを検知するとそのユーザーを登校とし，登校

状況をデータベースに保存する．また，BLE信号が 30分

間検知できなかった場合はそのユーザーを欠席とする．こ

の登校状況をWebアプリ上で可視化する．この表示は研

究室内のモニターや Slack上でユーザーに送信した URL

からアクセスすることで確認できる．

実装 2：内部状態の収集・可視化

本研究では，ユーザーが入力できる内部状態として 9つ

の状態を定義した．まず，ユーザーが感じる身体の状態と

して Free，Hungry，Tired，Sleepy，Concentrate，Normal

の 6つを定義した．また，ユーザーの状態に影響を与える

外部要因として気温が存在する [21]．そこで，ユーザーが

感じる環境の状態として Hot，Cold，Comfortableの 3つ

を定義し身体状態と環境状態の中からそれぞれ 1つずつの

入力を可能とした．本システムでは，実装 1で登校を検知

したユーザーに対して図 4に示すような内部状態を入力す

るためのボタンを Slackで送信する．Slack上でのボタン

入力を採用した理由として，ワンクリックでの入力を可能

にすることで，内部状態を入力することへのハードルを下

げることが挙げられる．ユーザーから内部状態の入力を受

け取ると，その内部状態をデータベースに保存しWebア

プリ上で可視化する．また，ユーザーへの定期的な内部状

態の入力を促すために，授業終了のタイミングで内部状態

の入力を促す通知をする．さらに，不要な通知による心理

的負担を減らす目的として欠席状態のユーザーにはボタン

を送信しないように設計をした．

図 4 内部状態入力ボタン
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図 5 システムによるイベント提案の例

実装 3：システムによるイベントの提案

実装 1と実装 2から得られたユーザーの登校状況と内部

状態を用いて，ユーザーに対して内部状態に対応したイベ

ントの提案をする．図 5に，システムによって連れ立ち行

動が提案されるシナリオの例を示す．お昼休みの時間帯で

ある 12時に Hungry状態のユーザー（User1，User2）に

対してランチイベントの提案を行う．またこの提案は，シ

ステムの参加者全員が見ることができる Slackのチャンネ

ルで行う．提案の可視化を行うことで，Hungry状態の人

同士に連れ立ち行動を促すと同時にこのメッセージを見た

ユーザー（User3）に対しても行動を促すことができると

考えた．

5. 実験

本章では，実装したシステムを用いた 6週間に及ぶ長期

的な基礎実験の概要と，実験結果及びその考察を述べる．

5.1 実験概要

本システムのシステム要件を成立させるためには，ユー

ザーの自発的な行動が求められる．そのため，ユーザーの

参加モチベーションをキープするメカニズムの設計は重要

な課題である．仮説として，我々は，お互いに名前や顔を

知っている組織内では組織全体レベルでの内部状態表示よ

りも個人レベルでの内部状態表示の方がユーザーへのボタ

ン入力促進のために効果的であると考えた．そこで本実験

では，（a）非表示，（b）円グラフ:匿名，（c）名前と内部状

態:非匿名の 3つの条件下（それぞれ 1週間× 2回）で，組

織内の各ユーザーの登校状況と内部状態（気分）のデータ

を継続的に収集・表示し，ユーザーの回答数やユーザーの

行動にどういった変化が起こるか？を計 6週間に渡って調

査した．各条件におけるシステムに対するユーザーの参加

モチベーションを比較するための評価指標として，Slack

からのボタン送信回数に対するボタンクリックの回数を反

応率として採用する．

Slackからのボタン送信はユーザーが登校したタイミン

グと，授業終了時刻の 10:10，12:00，14:30，16:20，18:10

のタイミングで登校しているユーザーに対して行った．ま

た，各表示方式の終了後にユーザーに対してアンケートを

図 6 円グラフを用いた表示方式

図 7 ユーザーの名前と内部状態を表示する方式

実施した．条件 b の可視化を図 6 に示す．この可視化で

は，内部状態を入力している人数と円グラフによる各内部

状態の割合が表示される．条件 cの可視化を図 7に示す．

この可視化では，ユーザーの名前と内部状態が表示される．

5.2 実験結果

5.2.1 反応率

表 1，表 2にそれぞれの表示方式における反応率の結果

を示す．反応率の定義は，式 (1) に示す．

反応率 =
クリック回数
通知回数

(1)

結果は 1回目，2回目ともに（c）名前と内部状態，（b）円

グラフ，（a）非表示の順に反応率が高かった．この結果か

ら，表示方式はある程度の信頼関係が構築されている組織

においては，誰が来ているのか？誰がどんな内部状態なの

か？をオープンにすることが，ユーザーの参加モチベー

ション向上につながることがわかり我々の仮説通りの結果

となった．また，身体状態と環境状態ボタンの間での反応

率においては，わずかながら環境状態ボタンの方が高い結

果になった．理由の 1つとして，環境状態の場合は空調管

理を行い，暑いと感じている人が一度快適な状態になると，

その状態を維持しようと行動変容が起きるため，環境ボタ

ンを押す回数が減ったと考察できる．
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表 1 身体状態ボタンクリックデータ

表示方式 通知回数 クリック回数 反応率（%）

非表示（1 回目） 301 146 48.5

円グラフ（1 回目） 362 224 61.9

名前と内部状態（1 回目） 363 266 73.3

非表示（2 回目） 336 201 59.8

円グラフ（2 回目） 244 151 61.9

名前と内部状態（2 回目） 310 209 67.4

表 2 環境状態ボタンクリックデータ

表示方式 通知回数 クリック回数 反応率（%）

非表示（1 回目） 301 145 48.2

円グラフ（1 回目） 362 211 58.3

名前と内部状態（1 回目） 363 244 67.2

非表示（2 回目） 336 189 56.3

円グラフ（2 回目） 244 146 59.8

名前と内部状態（2 回目） 310 201 64.8

5.3 アンケート結果

それぞれの表示方式の 1回目終了後にアンケートを実施

した．アンケートは内容は，「研究室に来た際モニターの

表示を 1度は見たか．」と「この表示方式によって行動また

は気持ちに変化があったか．」についてである．また，行動

や気持ちに変化があると回答した人に対して具体的な変化

のアンケートを行った．非表示を除く実験に対して，モニ

ターの表示を見たと回答した人は 100%であり，ユーザー

は研究室に来た際には必ず 1度はモニターでの表示を見て

いたことがわかった．また，表 3に示すように非表示方式

が行動または気持ちに変化があったと回答した人の割合

が高かった．具体的な行動や気持ちの変化として，「モニ

ターが非表示になったことにより内部状態の入力を行わな

くなった．」や「モニターへの内部状態の反映を楽しみで押

していた部分もあるため，少し寂しかった．」などがあっ

た．このように，非表示方式は，表示を行う方式と比較し

てネガティブな行動の変容があることがわかった．この結

果から，内部状態や名前の可視化が，ユーザーの状態入力

に対するモチベーションを高める要因になっていることが

考察できる．

また，円グラフ，名前と内部状態表示方式に共通して「他

者の環境が可視化されたことで空調に気を使うようになっ

た．」という回答が得られた．名前と内部状態表示方式につ

いては，「集中している人の名前が見えたことで周りと大

きな声で話さず静かに作業しようと気遣うようになった．」

という意見や「個人を特定されても心理的な変化はなかっ

た」という意見が得られた．

この結果から内部状態を可視化することは内部状態入力

へのモチベーションを創出し，行動や気持ちの変容も促す

表 3 アンケート結果
“この表示方式によって行動または気持ちに変化はありましたか？”

表示方式 はい（%） いいえ（%）

非表示 44.4 55.6

円グラフ 28.6 71.4

名前と内部状態 30.8 69.2

ことができると言える．しかしながら，行動や気持ちに変

化があったという人の割合が低いことからより適切な表示

方式についてさらに研究を行う必要があると考える．

5.4 ユーザーの行動パターン

今回のシステムでは，BLEビーコンタグと BLE電波受

信機を用いた新しい登校管理手法を実装し，ユーザーの行

動を 5分単位で収集することが可能となった．そのため，

BLEビーコンタグからの BLE信号を受信していない時刻

は研究室にいないということが推測される．ある日のユー

ザーの登校情報と内部状態の履歴から図 8 に示すように

ユーザーの行動を以下の 4パターンに分類した．

• 行動パターン 1（A-E）:研究室の外に出て行動

• 行動パターン 2（F-I）:昼過ぎに来て夕方に帰宅をする

• 行動パターン 3（J-O）:内部状態の入力をほとんど行

わない

• 行動パターン 4（P，Q）:朝早くから研究室にくる

行動パターン 1の観察から，内部状態を Hungryにした

後のユーザー同士の食堂でのランチや，コンビニへの買い

物といった一時的に研究室を離れたユーザーの連れ立ち行

動をシステム側で認識することが可能であることがわか

る．図 9は研究室内の四人がけテーブルに設置された受信

機で読み取ったユーザー毎の BLEビーコンタグの電波強

度（RSSI:Received signal strength indication）のグラフで

ある．このグラフから 12:10に電波を検知していない 4人

が食堂にランチを取りに行ったこと（A-D）や 12:10から

12:20の間に電波強度が大きくなっている 2人（F，N）が

研究室内で一緒にランチを取ったことを推測することがで

きる．また，研究室や研究室外で 1人でランチをとってい

る人（Q，E）がいることがデータとして収集できた．今後

の展望として，1人でランチをとっている人とグループで

ランチをとっている人をシステム側でマッチングさせる仕

組みの導入を目指す．

6. おわりに

本研究では情報技術を媒介として，人々の偶発的なコ

ミュニケーションや連れ立ち行動を計画的に促進するシス

テムを開発した．本システムにおける新しい提案は，誰が

いる，いた，という情報やどういう内部状態の人がいるか

を可視化し，状況に応じてシステムがユーザーに対してイ

©2021 Information Processing Society of Japan 21

「第29回マルチメディア通信と分散処理ワークショップ論文集」 令和3年10月



図 8 ユーザーの行動パターンの分類

図 9 電波強度によるユーザーの行動推定

ベントを提案することである．このシステムはユーザーか

らの能動的な操作を必要とするため，ユーザーの参加モチ

ベーションを維持する必要がある．

本提案システムを展開した 6週間に渡る長期的な基礎実

験の結果から，研究室のようなある程度の信頼関係が構築

されている組織においては，誰が来ているのか？誰がどん

な内部状態なのか？をオープンにすることによって，通知

に対する反応率の向上といったユーザーの参加モチベー

ションに良い効果を与えることが明らかとなった．また，

他者の内部状態が可視化されたことによって，空調に気を

使うことができたり，周りの集中度によって話し声を調整

したりなど，ユーザーの行動変容に対しても一定の効果が

あることが明らかとなった．

今後の展望として，本研究で明らかとなった，通知に対

する反応率の向上の結果を踏まえた上で，Slack上ではな

く匂いや，振動，音などを用いた新たな通知手法の開発と，

それによるユーザーの参加モチベーションへの影響につい

て調査していく計画である．また，今回はディジタルな入

力インターフェイスを採用したが，物理的な入力インター

フェイスを採用した場合のユーザの入力に対する心理的

影響についても調査していく計画である．その上で，ユー

ザーから得られた登校状況や内部状態の情報を収集し，よ

り自然に対面コミュニケーションを促進するためのイベン

ト提案を行う機械学習モデルの構築を目指す．
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